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                     自治財政局 地方債課 
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【根拠法令】  
 

 ○地方財政法（昭和 23 年法律第 109 号）  
  

（地方債の協議等）  

  第５条の３  

    地方公共団体は、地方債を起こし、又は起こそうとし、若しくは起こした地

方債の起債の方法、利率若しくは償還の方法を変更しようとする場合には、政

令で定めるところにより、総務大臣又は都道府県知事に協議しなければならな

い。ただし、軽微な場合その他の総務省令で定める場合は、この限りでない。  

２  前項の規定による協議は、地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、資金、

利率、償還の方法その他政令で定める事項を明らかにして行うものとする。  

  11 総務大臣は、第１項の規定による協議における総務大臣の同意並びに前項に

規定する基準の作成及び同項の書類の作成については、地方財政審議会の意見

を聴かなければならない。  

 

（地方債についての関与の特例）  

  第５条の４  

    次に掲げる地方公共団体は、地方債を起こし、又は起こそうとし、若しくは

起こした地方債の起債の方法、利率若しくは償還の方法を変更しようとする場

合には、政令で定めるところにより、総務大臣又は都道府県知事の許可を受け

なければならない。  

  ７  総務大臣は、第１項、第３項及び第４項の総務大臣の許可並びに第１項第４

号から第６号までの規定による指定及び第２項の規定による指定の解除につい

ては、地方財政審議会の意見を聴かなければならない。  

 

 

 ○地方財政法施行令（昭和 23 年法律第 267 号）  
 
  （地方債の協議の相手方等）  

  第２条  

３  都道府県知事は、法第５条の３第１項の規定による協議において同意をしよ

うとするときは、当該同意に係る地方債の限度額及び資金について、あらかじ

め総務大臣に協議し、その同意を得なければならない。  

  ５  総務大臣は、第３項の規定による協議における同意については、地方財政審

議会の意見を聴かなければならない。  

   

（地方債の許可手続）  

  第 21 条  

法第５条の４第１項、第３項及び第４項の規定により、地方公共団体が地方

債を起こし、又は起債の方法、利率若しくは償還の方法を変更しようとする場

合には、第２条第１項第１号に掲げる地方公共団体にあっては総務大臣、同項

第２号に掲げる地方公共団体にあっては都道府県知事の許可を受けなければな

らない。  

  ３  都道府県知事は、第１項に規定する許可をしようとするときは、当該許可に

係る地方債の限度額及び資金について、あらかじめ総務大臣に協議し、その同

意を得なければならない。  

  ５  総務大臣は、第３項の規定にする同意については、地方財政審議会の意見を

聴かなければならない。  

別紙 
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事故繰越となる事業等に係る資金区分の変更について 

 

 

１．過去に同意等をした地方債に係る変更協議で、資金区分を財政融資資金から民間等

資金に変更するもの（地方財政法第５条の３第１項）。 

 

 当年度資金について当年度に貸付決定を受けた場合、借入期限は翌年度の３月末日

を超えることができないとされている（財政融資資金の管理及び運用の手続に関す

る規則第 28条第２項）。 

この取扱いにより、令和元年度に同意等を得た地方債のうち、明許繰越等により

令和２年度に引き続き実施してきた事業で、かつ、やむを得ない事情により令和２

年度中に事業が完了できず事故繰越が生じる事業等については、引き続き財政融資

資金を借り入れることができないため、今回、資金区分を財政融資資金から民間等

資金に変更するもの。 
  
 

２．変更協議等額    84,487.0 百万円  

（195団体（都道府県・政令市：35団体、市町村 160団体） 

 

３．同意等に当たっては、財務省宛て協議をする（地方財政法施行令第２条第４項）。 

 

同意等の予定日 

  

令和３年３月 18日（木） 

概要 
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U<関係法令（抜粋> 

■ 財政融資資金の長期運用に対する特別措置に関する法律（昭和 48 年３月 31 日法律第７号） 

（長期運用予定額の繰越し）  

第３条 前条の規定により運用対象区分ごとに国会の議決を経た長期運用予定額に係

る財政融資資金のうちに当該年度において運用しなかつたものがあるときは、これを

翌年度において当該運用対象区分に従い運用することができる。  

■ 財政融資資金の管理及び運用の手続に関する規則（昭和 49年大蔵省令第 42号）

（普通地方長期資金等の貸付期日）

第 27条 普通地方長期資金等の貸付けを受けることのできる期日（以下「貸付期日」

という。）は、資金貸付予定額の決定の対象となつた年度の翌年度の五月末日（当該

五月末日が土曜日に当たる場合にはその前日とし、当該五月末日が日曜日に当たる場

合にはその前々日とする。）までとする。  

（普通地方長期資金等貸付期日の延長承認）  

第 28 条 地方公共団体は、前条に規定する貸付期日までに普通地方長期資金等の貸付

けを受けることができない場合においてやむを得ない理由により期日延長の承認を

得ようとする場合には、別紙第十六号書式の財政融資資金普通地方長期資金等貸付期

日延長承認申請書を資金貸付予定額の決定の対象となつた年度の翌年度の四月末日

までに財務大臣に提出し、その承認を受けるものとする。 

２ 財務大臣は、前項の規定により提出を受けた財政融資資金普通地方長期資金等貸付

期日延長承認申請書に基づいて、新たな貸付期日を決定した場合には財政融資資金普

通地方長期資金等貸付期日延長承認通知書により、適当でないと認めた場合にはその

旨を当該地方公共団体に通知する。この場合において、U新たな貸付期日を決定する場

合には、資金貸付予定額の決定の対象となつた年度の翌年度の三月末日を超えること

はできない。 

（普通地方長期資金等の繰越し） 

第 28条の２ 財務大臣は、普通地方長期資金等の運用の状況その他の事情を勘案して、

翌年度において運用する普通地方長期資金等の金額を決定することができる。 

２ 財務大臣は、前項の決定をした場合、翌年度において、第十六条の規定により地方

公共団体から提出を受けた書類に基づいて、第十七条の規定により資金貸付予定額を

決定したときは財政融資資金貸付予定額通知書により、資金貸付予定額を決定しない

こととしたときはその旨を当該地方公共団体に通知する。この場合において、U前項の

決定に係る普通地方長期資金等について、貸付期日は、第二十七条の規定にかかわら

ず、翌年度の三月末日 U（当該三月末日が土曜日に当たる場合にはその前日とし、当

該三月末日が日曜日に当たる場合にはその前々日とする。）Uまでとし、第二十八条の

規定は適用しない。 
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